別添２
	企画提案書等提出書類作成要領


府内公立小学校英語学習パッケージ開発委託業務受託事業者選定企画提案要領５（２）の応募書類については、本要領に基づき、作成し、提出してください。
＜応募書類＞

①　【様式１】応募申込書
様式記載項目を記載してください。

②　【様式２】企画提案書
大阪府（以下「府」という。）では、小学校、中学校、高等学校を通じて、グローバル化に対応した英語教育を強力に推進し、児童・生徒の国際共通語としての英語によるコミュニケーション力の基盤構築に取り組みます。

その一環として、英語の4技能（聞く・話す・読む・書く）をバランスよく身につけるため、小学校１年生から、英語の綴り字と発音との関係を重視したフォニックスと呼ばれる指導法（以下「フォニックス」という。）を活用した新しい英語学習をスタートさせます。

そのため、フォニックスをはじめとする英語学習に関する見識、ノウハウ、実績等がある民間事業者を公募により選定し、府とともに、公教育における英語学習を抜本的に改革する、新しい英語学習パッケージ（以下「英語学習パッケージ」という。）の開発を行います。

英語学習パッケージについては、平成26年度から平成27年度までの間で開発を行い、平成28年度以降、府内市町村の意向に応じて、公立小学校での展開を図ります。公立小学校への導入については、設置者である市町村が判断するものですが、府としては、大阪の児童・生徒の英語コミュニケーション力を高めるため、環境が整う平成28年度から、できるだけ多くの小学校で同時にスタートできることが望ましいと考えています。英語学習パッケージを新たに開発するのは、単に素晴らしい内容・品質のものを作成することが目的ではなく、実際に小学校で活用され、そのことで現状の英語教育では成し遂げられない子どもたちの英語コミュニケーション力の向上をめざすためです。

以上のことを踏まえて、次の点も考慮して、企画提案を行ってください。
<1>　貴社の実績やノウハウ、とりわけ強みを発揮することでどのように本業務の成功に貢献するのかを明確にしてください。
<2>　本事業の成否の鍵は、市町村の負担軽減、具体的には英語学習パッケージ導入にかかる費用負担が重要な要素となることが想定されていますので、提案にあたっては、この点をご考慮ください。
ア　英語学習パッケージ開発
a.【様式３】学習プラン案
a-1 マスタープラン案
府内公立学校における英語教育を抜本的に改革する取組みの基礎をなすもので、小学校1年生からフォニックスを活用した新しい英語の学習に取り組み、6カ年の学習で児童が英語の4技能をバランスよく身につけることをめざすものです。別添の府提示案のとおり、その水準としては、公益財団法人日本英語検定協会が実施する実用英語技能検定の5級相当（以下「英検5級相当」という。）の英語力が習得できるものを考えています。

そのため、以下の基本仕様に沿って、別添の府提示案を基本に、マスタープラン案を提案してください。
なお、マスタープランは、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。

大前提

・府内の公立小学校の授業外の時間を活用して、週3日、1回15分で行う英語学習
・英語を専門としない担任の教員が単独で実施

定義

「グレード」
学年に対応する学習の段階。
「レッスン」
学期内で学ぶ内容のまとまり。2つのパートで構成。
「パート」
レッスンを2分割したまとまり。1パートは5ラウンド。導入時プラン（後述）では、一部3ラウンド。
「ラウンド」　
パートの内容を一通り実施するまとまり。モジュール3回で構成。
「モジュール」　
15分の授業（最小単位）。
「アイテム」　
6カ年の学習の構成項目。府提示案では、「フォニックス」、「歌・チャンツ」、「リテラシー（読み書き）」、「ストーリー（テーマに応じた表現）」、「アクション（行動と連動した表現）」で構成。
「ステージ」
フォニックスのルールについて、1年間で学ぶ内容のまとまり。

（基本仕様）
<1>　4技能をバランスよく習得できるよう、各アイテムを、学習年齢に応じて多角的に取り入れたものとします。アイテムは、既に発表されている作品を活用することは可能ですが、それらについては英語を外国語として学ぶことを前提に作成されたものであることとします。
<2>　各アイテムが相互に関連性を有した構成となる趣向を凝らした構成とし、特に「フォニックス」と「歌・チャンツ」については高い関連付けを意図的に行い、児童の学びにおいて高い定着をめざすものとします。

<3>　学習は、日本語による説明を極力排除し、各アイテムを計画的に反復することを通じて、また、英語の音声を聞くのと同時にその内容の絵や映像を見ることや、言葉と行動を結びつけて英語を直接体感することを通じて、児童が英語に触れる中で、音やリズム、単語、表現、ルール等に気づき、会得していくものとします。
<4>　6カ年の学習で習得する英語力は、英検5級相当をめざすものとします。

<5>　定期的に児童の学習状況を測定・把握し、より着実な定着をめざすものとします。

<6>　具体的な教材は、既に発表されている作品であっても、未発表のオリジナル作品でも構いません。ただし、既発表作品の著作権等の取扱いについては、提案者において確認し、その使用に問題がない状態を確保することとします。

<7>　使用する映像・画像は、画質や色調に配慮した統一性のあるデザイン、キャラクター等を用いて、児童が親しみやすいものとします。
（府提示案の要点）

<1>　「フォニックス」は、小学1年生から学びはじめ、小学4年生までに、一通りのルール（別表）を習得するプランを考えています。その際、文字（綴り）と音（発声）の関係が認識できる映像、ネイティブスピーカーによる発声の口元の動きが確認できる映像を活用したいと考えています。
<2>　「歌・チャンツ」は、上記<１>の「フォニックス」で学んだルールが多く使われているものを少なくとも1つは、同一の15分モジュール授業で使用するプランを考えています。
<3>　「リテラシー（読み書き）」は、小学1年生でアルファベットの大文字、小学2年生でアルファベットの小文字を学ぶプランを考えています。そのうえで、小学3年生からは、物語・絵本を活用した読み書きを導入することを考えています。
<4>　「ストーリー（テーマに応じた表現）」は、英検5級相当の表現を含んだ構成とするプランを考えています。
<5>　「アクション（行動と連動した表現）」は、実際の体の動きを映像で見ながら、動きのある表現（動詞）を聞き、児童が同じ動きをしながら、英語を体感できるプランを考えています。
<6>　6カ年の学びで使用する語彙数は、500語以上とし、様々なアイテムで意図的に反復することで、段階的に総数を増やすことができるプランを考えています。なお、使用する語彙は、英検5級相当までのもので、6カ年での語彙の習得は、単語を「見て、読めて、意味がわかる」、「聞いて、書かれたものを特定できて、意味が分かる」ことをめざすものを考えています。
a-2 導入時プラン案
平成28年度以降、英語学習パッケージを府内公立小学校で活用する場合、導入時に小学2年生から6年生の児童は、物理的に6カ年の学習期間を確保できません。そのため、限られた時間で、いつ、何を、どのように学ぶかについて、別途学習プランを整備する必要があります。

次の考えを基礎として別添の府提示案を基本に、導入時プラン案を提案してください。

なお、導入時プランは、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。

（府提示案の要点）

<1>　フォニックスのルールを一通り習得する4年間の学習が可能となる小学2年生と小学3年生については、マスタープランのグレード1から順にできるところまでを学習するプランを考えています。よって、当該学年については、別途、導入時プランを作成する必要はないと考えています。
<2>　小学4年生から小学6年生については、マスタープランのグレード1から学習をスタートし、その後、学習年齢に応じたラウンド数を設定することにより、無理のない範囲で、学習工程の圧縮を行うプランを考えています。具体的には、次のように考えています。
「小学4年生」
3年間の学習で、フォニックスのルールを一通り習得することとします。具体的には、4年生でグレード1を、5年生でグレード2を、6年生でグレード3と4を学びます。
「小学5年生」
2年間の学習で、フォニックスのルールを一通り習得することとします。具体的には、5年生でグレード1と2を、6年生でグレード3と4を学びます。
「小学6年生」
1年間の学習で、フォニックスのルールのうち、グレード1と2を学びます。

b.【様式４】パッケージ開発プラン（作業工程表）案

英語学習パッケージの共同開発に当たっては、府、事業者及び研究協力校（市町村）が、共通の目標とそれぞれの役割と責任をきちんと認識し、互いの動きも理解しながら、全体で遅滞なく、作業を進めて行くことが求められます。
そのため、仕様書（５．スケジュール）に示している想定スケジュール（大きな流れ）を基本に、事業者が有する（投入する）リソースに見合った、実施可能で、詳細な開発プラン（作業工程）案の提案をしてください。
なお、パッケージ開発プラン（作業工程表）は、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。

c.【様式５】教員指導・研修プラン案

平成28年度当初から英語学習パッケージを活用した新しい英語学習をスタートさせる府内公立小学校を対象に、英語を専門としない担任の教員が単独で実施できるよう、平成28年1月以降、教員の指導・研修を府と連携して行うこととしています。ただし、同英語学習パッケージの導入は府内の市町村教育委員会がそれぞれ判断することから、現時点で導入小学校数を確定することはできません。

そこで、以下の導入小学校数の規模による区分ごとに、対象者、人数、頻度、会場、実施体制、内容等を整理した教員指導・研修プラン案を提案してください。
なお、教員指導・研修プランは、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。
（区分類型）
区分１　導入小学校数　100校未満

区分２　導入小学校数　100校以上500校未満

区分３　導入小学校数　500校以上（最大約1,000校）

d.【様式６】学習状況測定・管理手法案
英語学習パッケージでは、児童の学習状況を測定・管理し、個人の学びにも配慮しながら、担任の教員が英語学習を進めることができるよう、児童の学習状況を測定・管理するツールを組み込むこととしています。同英語学習パッケージが、教師による教え込みでなく、児童が英語を体感する中で気づき会得することを基本理念としている点を踏まえた、ツールの提案をしてください。できるだけ具体的に、どの段階で、どのような形で、実施するのかについて、測定方法（テストやクイズなど）のプロトタイプ（原案）とあわせて、以下の点を踏まえ、提案してください。
なお、学習状況測定・管理手法は、以下の基本仕様に沿って、別添の府提示案を基本に、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。

（基本仕様）

<1>　いかにも「テスト」といった児童に心理的な圧力をかけるような形式ではなく、楽しみながらチャレンジできるような仕組みを提案してください。
<2>　児童の学習状況を教員が把握し、必要に応じ児童に個別にアプローチでき、また、児童本人も、自身の学習状況を認識できる仕組みを提案してください。
（府提示案の要点）

<1>　一定の頻度で実施することで、反復による習得・定着の効果が期待できるものを考えています。府提示案では、ラウンド終了ごとに1回（1レッスン内に5回）、レッスン終了後に1回の実施を考えています。

イ　研究協力校での実践

a.【様式７】1.5カ年学習プラン案
平成28年度から府内公立小学校での展開をめざす、フォニックスを活用した新しい英語学習パッケージの開発に当たっては、府が府内市町村立小学校最大20校程度を研究協力校に指定し、その学校において、小学1年生から6年生までの全学年・全学級で、事業者の既存の教材等を使用し、フォニックスを含めた英語学習に取り組み、学校現場での成果、課題や教訓を整理する実践研究を実施することとしています。学校での実践研究は、平成26年9月から平成27年度末（平成28年3月末）までの「1.5カ年」です。その期間の学習プランは、平成26年7月ごろに作成します。そのプランに基づき15分モジュール授業のシナリオ作成に取り掛かり、平成26年8月までに、平成26年12月までの4カ月で使用するシナリオを完成させ、9月の授業が始まるまでに夏季休業期間を活用して研究協力校の教員を対象に、英語を専門としない担任の教員が単独で実施できるよう研修を実施します。他の学習期間についても、冬季休業、春季休業期間を活用して、同様の研修を実施します。
既存教材等を使用した実践研究は、英語学習パッケージの内容・品質に関わる作業です。
そこで、別添の府提示案を基本に、英語学習パッケージのマスタープラン（a-1【様式３】）の項目に記載している内容にも考慮のうえ、様式に従い、府提示案と既存教材等の対応表を整理した1.5カ年の学習プラン案を提案してください。その際、府提示案の内容について既存教材等で対応できない場合は、代替の内容とそれに対応する教材等を提案してください。

また、既存教材等の一式を添付してください。
なお、1.5カ年学習プランについては、以下の基本仕様に沿って、別添の府提示案を基本に、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。

（基本仕様）

<1>　英語学習パッケージ開発に資するものとなるよう、1.5カ年の実践で確認するポイントを整理し、学校（児童・教員）に無理のない形で実施するものとします。

（府提示案の要点）

<1>　すべての学年の児童が、フォニックスを活用した英語学習に初めて触れることから、マスタープランのグレード1に相当する内容から学習をスタートすることを考えています。

<2>　小学1年生から小学4年生については、マスタープランのレッスン1から順に、1.5カ年でレッスン5までを学習することを考えています。

<3>　学習年齢を考慮し、小学3年生から適宜「書く」学習を実施することを考えています。

<4>　小学5・6年生では、府提示の導入時プランで考えている3ラウンド制について、1.5カ年の学習において実践し、その効果の見極めを行うことを考えています。
b.【様式８】15分モジュールのシナリオ案
1.5カ年学習プランに沿って実施する実践研究については、事業者の既存の教材等を使用します。また、現場では、英語を専門としない担任の教員が単独で実施するため、円滑で効果的な授業を展開するためには、15分モジュール授業の指南となるシナリオをすべての授業分について予め作成することが必要となります。
そこで、既存教材を効果的に活用する視点から、モジュール授業のねらい、進め方、時間配分、発言、使用する教材等の特定、操作等の流れをまとめたシナリオ案を提案してください。

シナリオ案は、別添の府提示案を基本に、実践研究開始一週間目の15分モジュール授業の3回分を作成してください。

なお、15分モジュールのシナリオについては、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。

c.【様式９】1.5カ年学習運用プラン案
　　学校現場での実践研究を、新しい英語学習パッケージの開発に活かしていくには、実質1年程度の期間に、実践での成果、課題や教訓を整理し、確認すべきことをきちんとこなす周到さが必要です。
そのため、実践研究開始の準備段階を含め、府、事業者、それに実践研究校を加え、いつ、何を、どうするのかなど、実践研究をうまくパッケージ開発につなげていくための仕組みや段取りについて、別添の府提示案を基本に、運用プランを提案してください。
なお、1.5カ年学習運用プランについては、受託事業者の提案を踏まえ、府と受託事業者が共同で作成します。
③　【様式10】推進体制
本業務を確実に実施できる貴社の推進体制を提示してください。その際、当該推進体制の責任の所在と社内組織上の位置づけを明らかにしてください。

④　【様式11】応募金額等提案書
本事業を成功に導くためには、民間事業者のノウハウが必要不可欠です。そこで、形式を１つに決めず、以下に掲げているものの費用、権利や成果物の扱いについて、多様な組み合わせの提案を可能といたしました。貴社の本事業への関わりや獲得目標に照らして、金額等を設定し、提案してください。なお、提案内容は、審査対象の一部であり、この提案を含め総合的に最も優れていると評価された事業者が、原則として契約交渉の相手方に決定されます。ただし、契約で規定する内容は、提案時点の内容で確定するのではなく、受託事業者決定後、本委託期間において、提案の内容が府に不利とならない範囲で、府と受託事業者が協議のうえ決定するものとしております。
よって、受託事業者の責めに帰すべき事由により、当該契約上の義務の履行が不能となったときは、契約に基づく契約解除、損害賠償請求等の対象となりますので、実行可能な提案を行ってください。
<1>　英語学習パッケージ開発委託料

平成26年度及び27年度での委託料総額と、年度毎の内訳を提案してください。

研究協力校で使用する教材購入については、府と市町村とで折半したうえで、府は本開発委託料において負担する点を加味してください。

	年度
	納入品

	平成26年度
	＜パッケージ開発＞

学習プラン素案（マスタープラン素案、導入時プラン素案）

＜実践研究＞

1.5カ年学習プラン、15分モジュールシナリオ（平成26年度2学期分・3学期分、平成27年度1学期分）、教員指導・研修

	平成27年度
	＜パッケージ開発＞
英語学習パッケージ（〔A〕教員用ＤＶＤ、〔B〕授業用ＤＶＤ、〔C〕普及用ＤＶＤ）

なお、〔C〕については、受託事業者が、自らの提案に基づき、府内全公立小学校への英語学習パッケージの提供を無償で実施する場合は、必要ありません。

＜実践研究＞

15分モジュールシナリオ（平成27年度2学期分・3学期分）、教員指導・研修

＜導入支援＞

教員指導・研修


<2>　英語学習パッケージ提供価格等
　　　　　平成28年度に、英語学習パッケージを府内市町村に展開する際、１学級が１年間に使用する英語学習パッケージ（教員用ＤＶＤ及び授業用ＤＶＤ）のセット価格を提案してください。

　　　　　ただし、同英語学習パッケージの導入は府内の市町村教育委員会がそれぞれ判断することから、現時点で導入小学校数を確定することはできません。
そこで、以下の導入小学校数の規模による区分ごとに、提案してください。区分を設けず、導入規模に関わらない価格設定とすることも可能です。なお、本事業趣旨を踏まえ、【様式11】<4>にて提案する「実践研究用教材提供価格」の教材一式価格を上回らない価格を提案してください。また、英語学習パッケージを府内公立小学校へ無償提供する場合は「無償提供」と記入してください。

（区分類型）

区分１　導入小学校数　100校未満

区分２　導入小学校数　100校以上500校未満

区分３　導入小学校数　500校以上（最大約1,000校）

あわせて、当該英語学習パッケージの保証について、保証の対象となる成果物等の状態、対応窓口、保証期間など具体的に提案してください。

　　<3>　児童用テキストの製本版の提供価格

　　　　　英語学習パッケージの内、学校が児童に配付できるよう製本したもの（受注生産）の１冊あたりの価格について提案してください。
<4>　実践研究用教材提供価格

　　　　　平成26年度に府が指定する研究協力校で使用する既存の教材で、１学級が１年間に使用する教材一式価格（学年で価格が異なる場合は学年ごと）について提案してください。

　　　　　その際、当該教材の半額を府が開発委託料において負担することを考慮して、市町村の負担について提案してください。

また、提案内容の妥当性を確認できる資料として、当該教材の販売実績を添付してください。同資料には、納入年月日、納入場所、品名、納入数、契約金額を記載してください。
<5>　府政への貢献

　　　　　新しい英語学習パッケージについて、府と受託事業者間の著作権及び著作物の使用の取扱いについて、提案してください。

平成28年度以降に同英語学習パッケージを、事業者が府内の公立小学校以外の者や他の都道府県において有償で販売した場合の府への還元（ロイヤリティ）について、提案してください。
⑤　【様式12】誓約書（大阪府暴力団排除条例関係）

《共同企業体での応募の場合》
①　【様式13】共同企業体届出書

②　【様式14】共同企業協定書

③　【様式15】委任状　　＊構成員が支店等の場合のみ

④　【様式16-1】使用印鑑届　　＊代表構成員が代表取締役の場合
　【様式16-2】使用印鑑届　　＊代表構成員が受任者の場合
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